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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。 

３．第112期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しており

ます。 

回次 第110期中 第111期中 第112期中 第110期 第111期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高 百万円 38,494 38,832 37,723 87,687 84,843 

経常損益 百万円 △1,383 △1,539 △1,348 840 △147 

中間（当期）純損益 百万円 △1,279 △1,136 △1,100 1,314 △1,797 

純資産額 百万円 15,139 16,585 14,932 17,890 16,398 

総資産額 百万円 51,759 50,920 50,104 51,797 49,111 

１株当たり純資産額 円 119.86 131.32 117.49 141.64 129.84 

１株当たり中間（当

期）純損益 
円 △10.13 △9.00 △8.71 10.34 △14.33 

潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）

純利益 

円 － － － － － 

自己資本比率 ％ 29.2 32.6 29.6 34.5 33.4 

営業活動によるキャ

ッシュ・フロー 
百万円 △2,347 △1,404 △1,831 994 1,336 

投資活動によるキャ

ッシュ・フロー 
百万円 △1,624 △930 △1,289 △1,030 △1,861 

財務活動によるキャ

ッシュ・フロー 
百万円 3,737 1,630 3,806 736 △1,070 

現金及び現金同等物

の中間期末（期末）

残高 

百万円 2,263 2,492 2,291 3,197 1,605 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者

数) 

人 
1,443 

(4,062) 

1,369 

(4,172) 

1,323 

(4,122) 

1,387 

(4,130) 

1,312 

(4,202) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

回次 第110期中 第111期中 第112期中 第110期 第111期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高 百万円 31,650 31,907 30,863 73,968 70,928 

経常損益 百万円 △1,520 △1,436 △1,141 580 18 

中間（当期）純損益 百万円 △1,286 △1,264 △1,035 1,041 △2,493 

資本金 

(発行済株式総数) 

百万円 

(千株) 

6,317 

(126,344) 

6,317 

(126,344) 

6,317 

(126,344) 

6,317 

(126,344) 

6,317 

(126,344) 

純資産額 百万円 15,273 16,296 14,036 17,729 15,535 

総資産額 百万円 48,197 46,937 45,461 47,779 44,528 

１株当たり純資産額 円 120.91 129.01 111.13 140.35 123.00 

１株当たり中間（当

期）純損益 
円 △10.18 △10.01 △8.20 8.24 △19.74 

潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）

純利益 

円 － － － － － 

１株当たり配当額 円 － － － 3.00 － 

自己資本比率 ％ 31.7 34.7 30.9 37.1 34.9 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者

数) 

人 
1,143 

(1,771) 

1,053 

(1,816) 

1,020 

(1,804) 

1,087 

(1,816) 

1,007 

(1,845) 



４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定セグメントに区分できない当社の総務、管理、経理、

人事部門及び基礎研究等に所属しているものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  平成18年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

小売事業 599（3,194） 

卸売事業 617（  821） 

不動産事業 1（    0） 

その他の事業 51（  105） 

全社（共通） 55（    2） 

合計 1,323（4,122） 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 1,020（1,804） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間の国内経済は、米国経済の減速や原油価格高騰に伴う景気への影響等懸念材料はあったもの

の、着実な企業業績の回復とそれに伴う設備投資の拡大等により緩やかな回復基調にあります。また個人消費につ

いても、所得環境の改善により回復の兆しがでております。このような経済状況の中で、当社を取り巻く市場環境

は、「食」に関する安全性の問題、原油高・原材料高による売上原価への影響等の課題があり、食品業界にとって

は引き続き厳しい状況が続いております。 

 当社グループはこのような状況に対応するため、平成18年５月発表の経営２カ年計画に沿って「スイーツの進

化」「市場競争力の強化」「収益力の改善」を積極的に進めてまいりました。 

 当中間連結会計期間の売上高は377億23百万円（前期比2.9％減：菓子の建値変更分を考慮すると前期比0.5％

減）となりました。（菓子事業において、平成17年８月より取引制度を一部改定し、当該商品の出荷価格（建値）

を変更しております。そのため売上高、及び販管費のうち販売促進費が前期の基準で計算した場合よりも減少して

おります。） 

 利益面は一部原材料の高騰や菓子の建値変更の影響等により売上原価率が悪化しましたが、販売費及び一般管理

費で建値変更に伴う販売促進費の減や広告宣伝費の減があり、営業損失は11億62百万円（前期比２億93百万円の改

善）、経常損失は13億48百万円（前期比１億91百万円の改善）となりました。特別損益としては、投資有価証券売

却益１億５百万円、固定資産の減損による特別損失２億65百万円、固定資産の廃棄損１億39百万円等があり、法人

税等、法人税等調整額を差し引き、中間純損失は11億０百万円（前期比36百万円改善）となりました。 

 事業の種類別セグメント別の状況は以下のとおりであります。 

 小売部門の物販事業は、不二家ブランドでは、個性ある洋菓子専門店を目指し、既設店の改装を進めると共に、

上質化に向け、主力商品の「チーズケーキ」「チョコ生ケーキ」の改良を進めてまいりました。また、季節に合わ

せた商品の展開やペコグッズのキャンペーン等を行い既存店売上の拡大を図ってまいりました。しかしながら既存

店の客数減による売上高の減少があり、売上高は低調におわりました。新設は13店、閉鎖は22店、改装は29店を実

施いたしました。また、ダロワイヨでは引き続き「マカロン」「オペラ」が好調に推移し、銀座本店のリニューア

ルや川崎ラゾーナ店の出店を含め大幅売り上げ増を達成できました。 

 この結果、物販事業売上高は112億87百万円（前期比0.8％減）となりました。 

 外食事業はサービスの向上やメニューの改善、全面改装（２店）を実施し客数の増加に努めました。その結果既

存店売上高はほぼ前年並みに推移しましたが、不採算店の閉鎖を５店実施しましたので売上高は減少しました。こ

の結果、外食事業売上高は47億97百万円（前期比7.0％減）となりました。 

 この結果、小売部門全体の売上高は160億85百万円（前期比2.8％減）となりました。 

 セグメント営業利益については物販事業の売上原価率の低減等により前期比43百万円改善をしました。 

 卸売部門の菓子事業は、３大ブランド（「カントリーマアム」、「ミルキー」、「ルック」）と当期は「パイ」

に注力し、積極的に営業活動を進めてまいりました。「カントリーマアム」は建値変更の影響で前期比3.3％の減

（建値変更前換算では前期比8.2％の増）、「ルック」は前期比3.8％の減、「ミルキー」は前期比10.7％の減とな

りました。また「パイ」については前期比9.1％の増（建値変更前換算で前期比21.3％の増）となりました。 

 この結果、菓子事業売上高は182億64百万円（前期比3.7％減：建値変更前換算 前期比1.1％増）となりまし

た。 

 食品事業は、「スカッシュ」は前期比10.0％減となったものの、新製品つぶつぶ白桃が大きく増販となり、「ネ

クター」が前期比14.6％の増となりました。 

 この結果、食品売上高は27億62百万円（前期比1.8％増）となりました。 

 この結果卸売全体の売上高は210億26百万円（前期比3.1％減：取引制度変更前換算 前期比1.1％増）となりま

した。 

 セグメント営業利益については、実質的な売上高増及び販売管理費（販売促進費他）の減少により前期比２億72

百万円改善をいたしました。 

 不動産事業は、賃貸物件の空室率の減少等により売上高で２億49百万円（前期比3.3％増）となりました。 

 セグメント営業利益については、売上高増により前期比13百万円改善をいたしました。その他事業については、

不二家システムセンターの外部受注の増等により、３億61百万円（前期比1.7％増）となりました。セグメント営

業利益については、売上高増により前期比６百万円改善をいたしました。 



(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物期末残高（以下「資金」という。）は、前中間

連結会計期間末に比べて２億１百万円減少し、22億91百万円となりました。 

 また、キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。 

 営業活動の結果支出した資金は、18億31百万円（前年比４億26百万円の増加）となりました。これは主に中間連

結会計期間末日が金融機関の休業日にあたり売上債権が増加したこと等によるものであります。 

 投資活動の結果支出した資金は、12億89百万円（前年比３億59百万円の増加）となりました。これは主に投資有

価証券の売却収入の減少等によるものであります。 

 財務活動の結果得られた資金は、38億６百万円（前年比21億76百万円の増加）となりました。これは主に長期借

入による収入によるものであります。 



２【生産、商品仕入及び販売の状況】 

(1）生産実績 

当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。  

    ２．金額は販売価格によっております。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）商品仕入実績 

当中間連結会計期間の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。  

    ２．金額は仕入価格によっております。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

小売事業 
ケーキ、ベーカリー、デザート等の洋菓子

類（百万円） 
8,510 99.9 

 調理加工品（百万円） 159 109.4 

 計（百万円） 8,669 100.1 

卸売事業 
チョコレート、キャンディ等菓子類 

（百万円） 
16,847 97.9 

 飲料、乳製品等（百万円） 614 76.3 

 計（百万円） 17,461 96.9 

合計（百万円） 26,131 97.9 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

小売事業 
ケーキ、ベーカリー、デザート等の洋菓子

類（百万円） 
601 105.8 

 調理加工品（百万円） 1,081 103.5 

 計（百万円） 1,683 104.3 

卸売事業 
チョコレート、キャンディ等菓子類 

（百万円） 
1,080 85.2 

 飲料、乳製品等（百万円） 2,088 115.6 

 計（百万円） 3,169 103.1 

合計（百万円） 4,852 103.5 



(3）販売実績 

当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

    ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  なお、「第５ 経理の状況 １．中間連結財務諸表等 （１）中間連結財務諸表 注記事項（重要な後発事象）」及び

「第５ 経理の状況 ２．中間財務諸表等 （１）中間財務諸表 注記事項（重要な後発事象）」に記載のとおり、平成

18年12月11日に「株式会社不二家フードサービスの会社分割に関する基本的事項を定める覚書」を締結しておりま

す。 

５【研究開発活動】 

 基礎研究の分野では健康美容関連の菓子開発をめざし、機能性素材の調査ならびに原型試作を行いました。また他

社との共同商品開発の取組みを行っております。フルーツ加工の分野においてはコンフィチュールの開発および製造

を技術的側面から支援しております。 

 食品研究の分野では自社商品の栄養表示成分等の分析、賞味期限の確認など品質に関わる分析を行い、結果を関連

部署に提供しております。またこれら分析法の精度向上に努めると同時に改良にも取組んでおります。製品開発支援

におきましても商品、原材料について成分、物性などについて、分析面からのサポートを行っております。 

 バイオサイエンスの分野では、社団法人バイオ産業情報化コンソーシアム（JBIC）会員企業として、昨年度終了の

NEDO委託事業、「ヒトの完全長cDNA等を利用したタンパク質機能解析」のフォローアップを実施、ヒト由来スプライ

シング・バリアントcDNAの配列解析累計7,970クローンを達成するとともに、国際DNAデータバンクへの配列情報の登

録を行いました。また、「食と免疫」研究においては、食素材による免疫力向上効果・アレルギー改善効果を検証す

るため基礎的データ蓄積を継続しました。 

 当中間連結会計期間末の研究開発従事者は15名であり、当中間連結会計期間の研究開発費は90百万円であります。

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

小売事業 
物販(ケーキ、ベーカリー、デザート等の

洋菓子類）（百万円） 
11,287 99.2 

 外食(喫茶及び飲食店）（百万円） 4,797 93.0 

 計（百万円） 16,085 97.2 

卸売事業 
菓子(チョコレート、キャンディ及び焼菓

子等菓子類）（百万円） 
18,264 96.3 

 食品(飲料、乳製品等)（百万円） 2,762 101.8 

 計（百万円） 21,026 96.9 

不動産事業 不動産賃貸収入（百万円） 249 103.3 

 計（百万円） 249 103.3 

その他の事

業 

ＤＮＡの解析、試薬の販売、事務受託業務

及びアウトソーシング受託（百万円） 
361 101.7 

計（百万円） 361 101.7 

合計（百万円） 37,723 97.1 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。また新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）１．資本準備金の減少は欠損てん補によるものであります。 

２．会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他利益剰余金へ振替えたものでありま

す。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 400,000,000 

計 400,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発
行数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数 
（平成18年12月22日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 126,344,590 同左 
㈱東京証券取引所 

市場第一部 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

計 126,344,590 同左 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成18年６月28日 － 126,344,590 － 6,317 △1,830 7,453 



(4）【大株主の状況】 

 （注） 証券取引法の「株券等の大量保有の状況に関する開示」制度に基づき、ゴールドマン・サックス・ジャパン・

リミテッド、ゴールドマン・サックス・インターナショナル及びゴールドマン・サックスアンドカンパニーを

共同保有者として、各社から大量保有報告書が提出されており、同報告書によると平成18年９月30日現在の同

共同保有者の所有株式合計は3,921千株（3.10％)であるとの報告を受けておりますが、当社として所有株式数

の確認ができないため、上記「大株主の状況」には含めておりません。 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 6,781 5.36 

森永製菓株式会社 東京都港区芝５丁目33番１号 5,000 3.95 

不二家不二栄会持株会 東京都中央区銀座７丁目２番17号 4,096 3.24 

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２丁目２番１号 3,022 2.39 

藤井 林太郎 東京都渋谷区 2,675 2.11 

藤井 正郎 横浜市鶴見区 2,359 1.86 

藤井 義郎 東京都港区 2,343 1.85 

株式会社横浜銀行 横浜市西区みなとみらい３丁目１番１号 2,304 1.82 

中央三井信託銀行株式会社 東京都中央区晴海１丁目８番11号 2,149 1.70 

株式会社アサツーデイ・ケ

イ 
東京都中央区築地１丁目13番１号 2,000 1.58 

計 － 32,731 25.90 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が23,000株含まれておりま

す。なお、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数23個が含まれておりませ

ん。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式    36,000 
－ 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

（相互保有株式） 

普通株式    25,000 
－ 同上 

完全議決権株式（その他） 普通株式 125,985,000 125,962 同上 

単元未満株式 普通株式    298,590 － 
１単元（1,000株）

未満の株式 

発行済株式総数 126,344,590 － － 

総株主の議決権 － 125,962 － 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

（自己保有株式） 

株式会社不二家 

東京都中央区銀座７

丁目２番17号 
36,000 － 36,000 0.02 

（相互保有株式） 

日本食材株式会社 

埼玉県さいたま市中

央区本町西６丁目４

番22号 

25,000 － 25,000 0.01 

計 － 61,000 － 61,000 0.04 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 273 252 229 231 222 247 

最低（円） 243 215 194 198 200 213 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで）及び前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び中間財務諸表に

ついて、中央青山監査法人により中間監査を受けており、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月

30日まで）及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び中間財務諸

表については、みすず監査法人、公認会計士 松本善一氏、公認会計士 五島伸氏により中間監査を受けておりま

す。 

  なお、中央青山監査法人は平成18年９月１日付で名称をみすず監査法人に変更しております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

現金及び預金   2,527   2,304   1,616  

受取手形及び売掛
金 

※４  6,578   7,795   7,499  

たな卸資産   4,165   3,904   3,378  

繰延税金資産   2,373   1,750   1,054  

その他   1,097   923   694  

貸倒引当金   △277   △345   △274  

流動資産合計   16,465 32.3  16,333 32.6  13,969 28.4 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 
※ 
1・2          

建物及び構築物  9,167   8,368   8,668   

機械装置及び運
搬具  7,042   7,483   7,246   

土地  2,945   2,945   2,945   

その他  1,450 20,605  818 19,616  940 19,800  

２．無形固定資産   688   729   698  

３．投資その他の資産 ※２          

投資有価証券  7,586   7,834   8,428   

繰延税金資産  43   55   46   

保証金及び敷金  4,065   3,788   4,003   

その他  1,923   2,078   2,595   

貸倒引当金  △458 13,161  △331 13,425  △431 14,643  

固定資産合計   34,454 67.7  33,771 67.4  35,141 71.6 

資産合計   50,920 100.0  50,104 100.0  49,111 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

支払手形及び買掛
金 

※４  5,757   5,586   6,109  

短期借入金 ※２  9,814   10,334   8,758  

１年内に償還予定
の社債 

※２  338   680   764  

未払金   3,011   2,984   3,708  

未払法人税等   182   193   201  

賞与引当金   973   809   785  

役員賞与引当金   －   4   －  

その他   1,627   1,848   1,761  

流動負債合計   21,704 42.6  22,440 44.8  22,089 45.0 

Ⅱ 固定負債           

社債 ※２  930   250   300  

長期借入金 ※２  7,300   8,231   5,862  

繰延税金負債   700   692   873  

退職給付引当金   2,412   2,197   2,247  

役員退職慰労引当
金   206   158   171  

連結調整勘定   31   －   26  

負ののれん   －   22   －  

その他   951   1,179   1,045  

固定負債合計   12,533 24.6  12,731 25.4  10,527 21.4 

負債合計   34,238 67.2  35,171 70.2  32,616 66.4 

           

（少数株主持分）           

少数株主持分   96 0.2  － －  95 0.2 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   6,317 12.4  － －  6,317 12.8 

Ⅱ 資本剰余金   9,284 18.2  － －  9,284 18.9 

Ⅲ 利益剰余金   △333 △0.6  － －  △1,000 △2.0 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   1,325 2.6  － －  1,806 3.7 

Ⅴ 自己株式   △8 △0.0  － －  △9 △0.0 

資本合計   16,585 32.6  － －  16,398 33.4 

負債、少数株主持分
及び資本合計   50,920 100.0  － －  49,111 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本            

１．資本金    － －  6,317 12.6  － － 

２．資本剰余金    － －  7,453 14.9  － － 

３．利益剰余金    － －  △277 △0.6  － － 

４．自己株式    － －  △9 △0.0  － － 

株主資本合計    － －  13,483 26.9  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等           

１．その他有価証券評
価差額金   － －  1,347 2.7  － － 

２．繰延ヘッジ損益   － －  7 0.0  － － 

評価・換算差額等合
計   － －  1,354 2.7  － － 

Ⅲ 少数株主持分   － －  94 0.2  － － 

純資産合計   － －  14,932 29.8  － － 

負債純資産合計   － －  50,104 100.0  － － 

           



②【中間連結損益計算書】 

  

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   38,832 100.0  37,723 100.0  84,843 100.0 

Ⅱ 売上原価   20,194 52.0  20,105 53.3  44,033 51.9 

売上総利益   18,637 48.0  17,618 46.7  40,810 48.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１  20,093 51.7  18,781 49.8  41,014 48.3 

営業損失   1,456 △3.7  1,162 △3.1  203 △0.2 

Ⅳ 営業外収益           

受取利息  9   9   21   

受取配当金  57   44   70   

連結調整勘定償却
額  4   －   9   

負ののれん償却額  －   4   －   

持分法による投資
利益  73   97   333   

その他  97 242 0.6 80 236 0.6 257 691 0.8 

Ⅴ 営業外費用           

支払利息  158   177   318   

たな卸資産廃棄損  109   178   225   

支払保険料  18   －   －   

その他  39 325 0.8 65 421 1.1 91 634 0.8 

経常損失   1,539 △3.9  1,348 △3.6  147 △0.2 

Ⅵ 特別利益           

投資有価証券売却
益  308   105   376   

その他  2 310 0.8 6 112 0.3 2 378 0.5 

Ⅶ 特別損失           

固定資産廃棄損 ※２ 114   139   328   

減損損失 ※３ 421   265   789   

その他  1 537 1.4 19 423 1.1 116 1,234 1.5 

税金等調整前中間
（当期）純損失   1,766 △4.5  1,659 △4.4  1,003 △1.2 

法人税、住民税及
び事業税  122   138   225   

法人税等調整額  △755 △633 △1.6 △700 △562 △1.5 564 789 0.9 

少数株主利益   3 0.0  2 0.0  4 0.0 

中間（当期）純損
失   1,136 △2.9  1,100 △2.9  1,797 △2.1 

           



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

中間連結剰余金計算書 

中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注１）連結子会社㈱不二家システムセンターの定時株主総会（平成18年５月25日）における利益処分によるもので 

          す。 

  （注２）提出会社の定時株主総会（平成18年６月28日）における欠損てん補であります。 

  

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   9,284  9,284

Ⅱ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

  9,284  9,284 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   1,187  1,187

Ⅱ 利益剰余金減少高      

配当金  378  378  

持分法適用会社の増
加に伴う剰余金減少
高 

 －  6  

役員賞与  4 4 

中間（当期）純損失  1,136 1,520 1,797 2,187 

Ⅲ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

  △333  △1,000 

      

 

株主資本 評価・換算差額等 

少数株主持
分 

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 

株主資本合
計 

その他有価
証券評価差
額金 

繰延ヘッジ
損益 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

6,317 9,284 △1,000 △9 14,591 1,806 － 95 16,494 

中間連結会計期間中の変
動額          

役員賞与（注１）     △7   △7       △7 

資本準備金の減
少 （注２） 

  △1,830 1,830   －       － 

中間純損失     △1,100   △1,100       △1,100 

自己株式の取得       △0 △0       △0 

株主資本以外の項目の
中間連結会計期間中の
変動額（純額） 

          △459 7 △1 △453 

中間連結会計期間中の変
動額合計（百万円） 

－ △1,830 723 △0 △1,107 △459 7 △1 △1,561 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

6,317 7,453 △277 △9 13,483 1,347 7 94 14,932 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・
フロー 

    

税金等調整前中間（当期）
純損失 

 △1,766 △1,659 △1,003 

減価償却費  1,467 1,449 3,087 

負ののれん償却額  － △4 － 

連結調整勘定償却額  △4 － △9 

貸倒引当金の減少額  △17 △27 △48 

賞与引当金の増減額  75 24 △113 

役員賞与引当金の増加額  － 4 － 

退職給付引当金の減少額  △133 △50 △299 

役員退職慰労引当金の減少
額 

 △16 △12 △52 

受取利息及び受取配当金  △66 △53 △91 

支払利息  158 177 318 

持分法による投資損益  △73 △97 △333 

持分変動損益  － △6 － 

固定資産廃棄損  114 139 328 

固定資産売却損益  △2 － 2 

固定資産減損損失  421 265 789 

投資有価証券売却益  △308 △105 △376 

売上債権の増減額  962 △295 41 

たな卸資産の増減額  △721 △525 65 

仕入債務の減少額  △661 △522 △309 

未払金の減少額  △924 △724 △239 

未払消費税の減少額  △263 △173 △76 

その他流動資産の増減額  172 △48 164 

前払年金費用の増減額  365 387 △365 

その他流動負債の増減額  △10 51 39 

その他  △5 140 94 

小計  △1,237 △1,670 1,613 

利息及び配当金の受取額  178 162 307 

利息の支払額  △157 △177 △315 

法人税等の支払額  △188 △145 △268 

営業活動によるキャッシュ・
フロー 

 △1,404 △1,831 1,336 

 



  

前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・
フロー 

    

定期預金の預入による支出  － △1 △9 

定期預金の払戻による収入  4 － 37 

投資有価証券の取得による
支出 

 △4 △106 △8 

投資有価証券の売却による
収入 

 335 － 834 

有形固定資産の取得による
支出 

 △1,134 △1,250 △2,488 

有形固定資産の売却による
収入 

 18 5 19 

無形固定資産の取得による
支出 

 △155 △109 △241 

貸付による支出  △7 △10 △27 

貸付金の回収による収入  38 26 72 

長期前払費用の増加による
支出 

 △79 － △165 

保証金及び敷金の支払額  △77 △18 △122 

保証金及び敷金の戻入額  135 233 236 

その他  △3 △58 3 

投資活動によるキャッシュ・
フロー 

 △930 △1,289 △1,861 

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・
フロー 

    

短期借入金の増加額  1,494 2,023 866 

社債償還による支出  △194 △134 △398 

長期借入による収入  2,350 3,345 2,377 

長期借入金の返済による支
出 

 △1,638 △1,423 △3,531 

自己株式の取得による支出  △1 △0 △2 

配当金支払額  △378 － △378 

少数株主に対する配当金支
払額 

 △1 △4 △2 

財務活動によるキャッシュ・
フロー 

 1,630 3,806 △1,070 

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換
算差額 

 0 0 1 

Ⅴ．現金及び現金同等物の増減額  △705 686 △1,592 

Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残
高 

 3,197 1,605 3,197 

Ⅶ．現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高 

 2,492 2,291 1,605 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数    ４社 

連結子会社は㈱不二家フード

サービス、㈱ダロワイヨジャ

ポン、不二家乳業㈱及び㈱不

二家システムセンター 

(1）     同左 (1）     同左 

 (2）主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

不二家テクノ㈱ 

不二家（杭州）食品有限公司 

(2）     同左 (2）     同左 

 (連結の範囲から除いた理由) 

非連結子会社は、いずれも小

規模会社であり、合計の総資

産額、売上高、中間純損益

（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等

はいずれも中間連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていな

いためであります。 

(連結の範囲から除いた理由) 

同左 

(連結の範囲から除いた理由) 

非連結子会社は、いずれも小

規模会社であり、合計の総資

産額、売上高、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等

はいずれも連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないた

めであります。 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用の非連結子会社 

０社 

(1）持分法適用の非連結子会社 

０社 

(1）持分法適用の非連結子会社 

０社 

 (2）持分法適用の関連会社 

２社 

ビー・アール サーティワン

アイスクリーム㈱ 

日本食材㈱ 

(2）持分法適用の関連会社数 

３社 

ビー・アール サーティワン

アイスクリーム㈱ 

日本食材㈱ 

不二家サンヨー㈱ 

上記のうち、不二家サンヨー

㈱については重要性が増した

ため、前連結会計年度より持

分法適用の関連会社に含めて

おります。 

(2）持分法適用の関連会社数 

３社 

ビー・アール サーティワン

アイスクリーム㈱ 

日本食材㈱ 

不二家サンヨー㈱ 

上記のうち、不二家サンヨー

㈱については重要性が増した

ため、当連結会計年度より持

分法適用の関連会社に含めて

おります。 

 (3）持分法を適用していない非連

結子会社（不二家テクノ㈱

他）及び関連会社（不二家サ

ンヨー㈱他）は、それぞれ中

間連結純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性

がないため、持分法の適用か

ら除外しております。 

(3）持分法を適用していない非連

結子会社（不二家テクノ㈱

他）及び関連会社（㈱ユトリ

ア不二家他）は、それぞれ中

間連結純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性

がないため、持分法の適用か

ら除外しております。 

(3）持分法を適用していない非連

結子会社（不二家テクノ㈱

他）及び関連会社（㈱ユトリ

ア不二家他）は、それぞれ当

期純損益及び利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であり、か

つ全体としても重要性がない

ため、持分法の適用から除外

しております。 

 (4）持分法の適用会社のうち、ビ

ー・アール サーティワンア

イスクリーム㈱は中間決算日

が中間連結決算日と異なるた

め、同社の中間会計期間に係

る中間財務諸表を使用してお

ります。 

(4）     同左 (4）持分法の適用会社のうち、ビ

ー・アール サーティワンア

イスクリーム㈱は決算日が連

結決算日と異なるため、同社

の事業年度に係る財務諸表を

使用しております。 

 



 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

連結子会社の中間会計期間末日と

中間連結決算日は一致しておりま

す。 

同左 連結子会社の事業年度末日と連結

決算日は一致しております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

   中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本

直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定） 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

    中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資

産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定） 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

    連結決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定） 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 ② たな卸資産 

  製品・仕掛品・貯蔵品は主

として総平均法による原価

法 

原材料は最終仕入原価法に

よる原価法 

② たな卸資産 

同左 

② たな卸資産 

同左 

 ③ デリバティブ 

時価法 

③ デリバティブ 

同左 

③ デリバティブ 

同左 

 (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

定率法 

なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に

規定する方法と同一の基準

によっております。 

ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（附属

設備を除く）については、

定額法を採用しておりま

す。 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

 ② 無形固定資産 

定額法 

なお、耐用年数について

は、法人税法に規定する方

法と同一の基準によってお

ります。 

また、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用して

おります。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

 



 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

将来の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権

については、個別に回収可

能性を検討し回収不能見込

額を計上しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

 ② 賞与引当金 

従業員に支給する賞与に充

てるため、賞与支給規程に

従い、将来の支給見込額の

うち、当中間連結会計期間

の負担額を計上しておりま

す。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

従業員に支給する賞与に充

てるため、賞与支給規程に

従い、将来の支給見込額の

うち、当連結会計年度の負

担額を計上しております。 

 ③   ───── ③ 役員賞与引当金 

当社及び国内連結子会社は

役員賞与の支出に備えて、

当連結会計年度における支

給見込額の当中間連結会計

期間負担額を計上しており

ます。 

③   ───── 

  （会計方針の変更） 

当中間連結会計期間より、

「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準第４号

平成17年11月29日）を適用

しております。 

これにより営業損失及び経

常損失が４百万円、税金等

調整前中間純損失が３百万

円それぞれ増加しておりま

す。 

なお、セグメント情報に与

える影響は、当該箇所に記

載しております。 

 

 



 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ④ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。 

なお、会計基準変更時差異

（9,718百万円）の一部につ

いて、親会社保有株式によ

る退職給付信託を設定し、

残額（7,822百万円）につい

ては15年による按分額を費

用処理しております。 

過去勤務債務は、主として

その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額法

により、発生連結会計年度

から費用処理しておりま

す。数理計算上の差異は、

主として各連結会計年度の

発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定

の年数（９年）による定額

法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理しておりま

す。 

④ 退職給付引当金 

同左 

④ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計

上しております。 

なお、会計基準変更時差異

（9,718百万円）の一部につ

いて、当社保有株式による

退職給付信託を設定し、残

額（7,822百万円）について

は15年による按分額を費用

処理しております。 

過去勤務債務は、主として

その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額法

により、発生連結会計年度

から費用処理しておりま

す。数理計算上の差異は、

主として各連結会計年度の

発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定

の年数（９年）による定額

法により、それぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処

理しております。 

 ⑤ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づき

中間連結会計期間末要支給

額を計上しております。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

同左 

⑤ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に

備えて、内規に基づく連結

会計年度末要支給額を計上

しております。 

 ただし、親会社においては

平成16年11月以降役員退職

慰労引当金の繰入を停止し

ております。今後親会社に

て発生する役員退職慰労金

支給額は、それぞれの役員

への就任時から平成16年10

月までの在任期間のみを対

象としたものであります。 

同左 同左 

 (4）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については通常の賃貸借取

引に係る方法に準じて会計処

理を行っております。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

 



 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (5）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によってお

ります。 

なお、金利スワップ取引に

ついては、すべて金利スワ

ップの特例処理の要件を満

たしているため、当該特例

処理を適用しております。 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

……為替予約取引等 

金利スワップ取引 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 ヘッジ対象 

……原材料輸入に係る外

貨建予定取引 

借入金の変動金利 

  

 ③ ヘッジ方針 

原材料輸入に係る為替変動

リスク及び将来の支払利息

に係る金利変動リスクをヘ

ッジしております。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象及びヘッジ手段

の相場変動又はキャッシュ

フロー変動の累計を比較

し、その変動額の比率によ

って有効性を評価していま

す。ただし、特例処理によ

っている金利スワップにつ

いては、有効性の評価を省

略しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 (6）消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。 

(6）消費税等の会計処理 

同左 

(6）消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヵ

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会平成

14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しておりま

す。これにより、営業損失及び経常

損失が28百万円減少し、税金等調整

前中間純損失は327百万円増加してお

ります。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき各資産の金額から直接控除

しております。 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会平成14年

８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用しております。こ

れにより、営業損失及び経常損失が

60百万円減少し、税金等調整前当期

純損失は648百万円増加しておりま

す。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の連結財務諸表規則に基

づき各資産の金額から直接控除して

おります。 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号 

平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は14,831百万円でありま

す。 

 なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。 

────── 



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

────── 

  

  

  

────── 

（中間連結貸借対照表） 

前中間連結会計期間において、「連結調整勘定」として

掲記されていたものは、当中間連結会計期間から、「負

ののれん」と表示しております。 

（中間連結損益計算書） 

１．前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました 

「支払保険料」（当中間連結会計期間は13百万円）は、

金額的重要性が乏しくなったため、営業外費用の「その

他」に含めて表示することにしました。 

２．前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却

額」として掲記されていたものは、当中間連結会計期間

から、「負ののれん償却額」と表示しております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

 52,654百万円  51,891百万円  52,081百万円

※２．担保に供している資産 ※２．担保に供している資産 ※２．担保に供している資産 

建物及び構

築物 
4,622百万円

土地 2,237 

投資有価証

券 
5,722 

計 12,582 

建物及び構

築物 
4,420百万円

土地 2,237 

投資有価証

券 
4,910 

計 11,569 

建物及び構

築物 
4,525百万円

土地 2,237 

投資有価証

券 
5,236 

計 11,999 

担保付債務は次のとおりであ

ります。 

担保付債務は次のとおりであ

ります。 

担保付債務は次のとおりであ

ります。 

短期借入金 8,489百万円

１年内に償

還予定の社

債 

168 

社債 80 

長期借入金 6,287 

計 15,024 

短期借入金 9,235百万円

１年内に償

還予定の社

債 

80 

長期借入金 7,363 

計 16,679 

短期借入金 7,751百万円

１年内に償

還予定の社

債 

164 

長期借入金 4,959 

計 12,875 

 ３．保証債務 

連結会社以外の関係会社の金

融機関の借入金に対する保証 

 ３．保証債務 

連結会社以外の関係会社の金

融機関の借入金に対する保証 

 ３．保証債務 

連結会社以外の関係会社の金

融機関の借入金に対する保証 

不二家サンヨ

ー㈱ 
325百万円

不二家（杭

州）食品有限

公司 

33 

㈱ユトリア不

二家 
20 

計 378 

不二家サンヨ

ー㈱ 
518百万円

不二家（杭

州）食品有限

公司 

44 

㈱ユトリア不

二家 
18 

計 582 

不二家サンヨ

ー㈱ 
280百万円

不二家（杭

州）食品有限

公司 

51 

㈱ユトリア不

二家 
20 

計 352 

営業債務に対する保証 営業債務に対する保証 営業債務に対する保証 

㈱ジェフグル

メカード 
30百万円

㈱ジェフグル

メカード 
30百万円

㈱ジェフグル

メカード 
30百万円

 



前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

※４    ────── 

  

※４．中間連結会計期間末日満期手

形等の処理 

中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理し

ております。 

また、債権の一部について

は、手形と同様の期日条件で

現金決済する方式を用いてお

ります。 

当中間連結会計期間は当中間

連結会計期間末日が金融機関

休業日のため、中間連結会計

期間末日満期手形及び中間連

結会計期間末日期日債権の一

部が当中間連結会計期間末残

高に含まれております。 

その主なものは次のとおりで

あります。 

※４    ────── 

  

 受取手形 13百万円

売掛金 716百万円

支払手形 17百万円

 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次の

とおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次の

とおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主

要な費目及び金額は、次のとお

りであります。 

１．運賃及び倉庫

料 
2,036百万円

２．販売促進費 5,992 

３．広告宣伝費 1,298 

４．水道光熱費 461 

５．地代家賃 1,219 

６．給料及び手当 4,052 

７．賞与引当金繰

入額 
550 

８．退職給付引当

金繰入額 
314 

９．役員退職慰労

引当金繰入額 
4 

10．減価償却費 498 

11．委託業務費 530 

12．貸倒引当金繰

入額 
3 

13．事業税 55 

１．運賃及び倉庫

料 
2,044百万円

２．販売促進費 5,027 

３．広告宣伝費 1,117 

４．水道光熱費 446 

５．地代家賃 1,163 

６．給料及び手当 3,951 

７．賞与引当金繰

入額 
469 

８．役員賞与引当

金繰入額 
4 

９．退職給付引当

金繰入額 
287 

10．役員退職慰労

引当金繰入額
4 

11．減価償却費 447 

12．委託業務費 490 

13．貸倒引当金繰

入額 
74 

14．事業税 48 

１．運賃及び倉庫

料 
4,364百万円

２．販売促進費 12,209 

３．広告宣伝費 2,871 

４．水道光熱費 911 

５．地代家賃 2,514 

６．給料及び手当 8,687 

７．賞与引当金繰

入額 
465 

８．退職給付引当

金繰入額 
632 

９．役員退職慰労

引当金繰入額 
9 

10．減価償却費 1,025 

11．委託業務費 1,097 

12．貸倒引当金繰

入額 
11 

13．事業税 109 

※２．固定資産廃棄損は、機械装置

及び運搬具の毀損等によるも

のであります。 

※２．固定資産廃棄損は、機械装置

及び運搬具の毀損等によるも

のであります。 

※２．固定資産廃棄損は、機械装置及

び運搬具の毀損等によるもので

あります。 

※３．当中間連結会計期間におい

て、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失

を計上しました。 

※３．当中間連結会計期間におい

て、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失

を計上しました。 

※３．当連結会計年度において、当社

グループは以下の資産グループ

について減損損失を計上しまし

た。 

用途 種類 場所 
金額 

（百万円） 

外食店舗 

機械及び装
置、その他 

豊中店（大阪
府）他全８店舗 

63 

リース資産 
豊中店（大阪
府）他全２店舗 

4 

遊休資産 

建物附属設
備、機械及び
装置、その他 

埼玉工場（埼玉
県）・平塚工場
（神奈川県）他
全９工場 

315 

無形固定資産 
（電話加入
権） 

当社グループ全
国各事業所 

37 

用途 種類 場所 
金額 

（百万円）

外食店舗 

機械及び装
置、その他 

くずはモール店
（大阪府）他全
12店舗 

179 

リース資産 
さぬき志度店
（香川県）他全
５店舗 

85 

用途 種類 場所 
金額 

（百万円）

外食店舗 

機械及び装
置、その他 

豊中店（大阪
府）他全33店舗 

387 

リース資産 
豊中店（大阪
府）他全５店舗 

42 

遊休資産 

建物、機械及
び装置、その
他 

埼玉工場（埼玉
県）・平塚工場
（神奈川県）他
全９工場 

315 

無形固定資産 
（電話加入
権） 

当社グループ全
国各事業所 

44 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当社グループは、主として事

業の種類別セグメントを基礎

として資産のグルーピングを

行なっております。 

このうち、外食店舗につきま

しては店舗別資産ごとにグル

ーピングを行ない、賃貸用資

産及び遊休資産等につきまし

ては個々の資産ごとにグルー

ピングを行なっております。 

減損会計の手続きを行なった

結果、外食店舗において営業

活動から生じる損益が継続し

てマイナスである店舗につい

て帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損

損失として計上しておりま

す。なお、当資産グループの

回収可能価額は正味売却価額

で測定しております。 

親会社の小売グループにつき

ましては、減損損失の兆候が

ありましたが、割引前将来キ

ャッシュフローの総額が帳簿

価額を上回ったため、減損損

失の認識はないとの判定に至

っております。 

その他のグループにつきまし

ては、減損損失の兆候はあり

ません。 

また、遊休資産等について

は、今後の使用の見込みがな

く、収益性の見込みもないこ

とから、備忘価額まで減額

し、当該減少額を減損損失額

として計上しております。 

当社グループは、主として事

業の種類別セグメントを基礎

として資産のグルーピングを

行なっております。 

このうち、外食店舗につきま

しては店舗別資産ごとにグル

ーピングを行ない、賃貸用資

産及び遊休資産等につきまし

ては個々の資産ごとにグルー

ピングを行なっております。 

減損会計の手続きを行なった

結果、外食店舗において営業

活動から生じる損益が継続し

てマイナスである店舗につい

て帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損

損失として計上しておりま

す。なお、当資産グループの

回収可能価額は正味売却価額

で測定しております。 

正味売却価格は、固定資産税

評価額及び備忘価格を使用し

ております。 

親会社の小売グループにつき

ましては、減損損失の兆候が

ありましたが、割引前将来キ

ャッシュフローの総額が帳簿

価額を上回ったため、減損損

失の認識はないとの判定に至

っております。 

その他のグループにつきまし

ては、減損損失の兆候はあり

ません。 

当社グループは、主として事業

の種類別セグメントを基礎とし

て資産のグルーピングを行なっ

ております。 

このうち、外食店舗につきまし

ては店舗別資産ごとにグルーピ

ングを行ない、賃貸用資産及び

遊休資産等につきましては個々

の資産ごとにグルーピングを行

なっております。 

減損会計の手続きを行なった結

果、外食店舗において営業活動

から生じる損益が継続してマイ

ナスである店舗について帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失として計

上しております。なお、当資産

グループの回収可能価額は正味

売却価額で測定しております。 

親会社の小売グループにつきま

しては、減損損失の兆候があり

ましたが、割引前将来キャッシ

ュフローの総額が帳簿価額を上

回ったため、減損損失の認識は

ないとの判定に至っておりま

す。 

その他のグループにつきまして

は、減損損失の兆候はありませ

ん。 

また、遊休資産等については、

今後の使用の見込みがなく、収

益性の見込みもないことから、

備忘価額まで減額し、当該減少

額を減損損失として計上してお

ります。 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式     

普通株式 126,344 － － 126,344 

合計 126,344 － － 126,344 

自己株式     

普通株式（注） 48 0 － 49 

合計 48 0 － 49 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目との関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

との関係 

（平成17年９月30日現在） （平成18年９月30日現在） （平成18年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 2,527百万円

預入期間が３ヵ月

を超える定期預金 
△34 

現金及び現金同等

物 
2,492 

現金及び預金勘定 2,304百万円

預入期間が３ヵ月

を超える定期預金 
△13 

現金及び現金同等

物 
2,291 

現金及び預金勘定 1,616百万円

預入期間が３ヵ月

を超える定期預金 
△11 

現金及び現金同等

物 
1,605 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び期末残

高相当額 

 
取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

減損損
失累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械装
置及び
運搬具 

38 17 － 21 

その他 2,266 1,003 4 1,258 

合計 2,304 1,020 4 1,279 

 
取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

減損損
失累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装
置及び
運搬具 

75 36 － 39 

その他 2,135 1,009 123 1,002 

合計 2,211 1,045 123 1,042 

 
取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

減損損
失累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械装
置及び
運搬具

67 30 － 37 

その他 2,255 1,019 37 1,198 

合計 2,322 1,049 37 1,236 

 （注） 取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み

法により算定しておりま

す。 

同左  （注） 取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によ

り算定しております。 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額等 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額等 

(2）未経過リース料期末残高相当

額等 

未経過リース料中間期末残高

相当額 

リース資産減損勘定の残高 

2百万円 

１年内 427百万円

１年超 854 

合計 1,281 

未経過リース料中間期末残高

相当額 

リース資産減損勘定の残高 

115百万円 

１年内 414百万円

１年超 742 

合計 1,157 

未経過リース料期末残高相当

額 

リース資産減損勘定の残高 

37百万円 

１年内 414百万円

１年超 858 

合計 1,273 

 （注） 未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法に

より算定しております。 

同左  （注） 未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利

子込み法により算定して

おります。 

(3）支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額及び減損損失 

支払リース料 240百万円

リース資産減損勘

定の取崩額 
2 

減価償却費相当額 237 

減損損失 4 

支払リース料 230百万円

リース資産減損勘

定の取崩額 
8 

減価償却費相当額 222 

減損損失 85 

支払リース料 496百万円

リース資産減損勘

定の取崩額 
4 

減価償却費相当額 492 

減損損失 42 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない主な有価証券の内容 

前連結会計年度末（平成18年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない主な有価証券の内容 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 2,547 4,574 2,027 

(2）債券 － － － 

(3）その他 5 4 △0 

合計 2,552 4,579 2,027 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 298 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 2,479 4,474 1,994 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 2,479 4,474 1,994 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 279 

その他 100 

 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 2,529 5,194 2,664 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 2,529 5,194 2,664 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 298 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

 当社グループが行っているデリバティブ取引は全てヘッジ会計を適用しているため、記載の対象から除いておりま

す。 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

 当社グループが行っているデリバティブ取引は全てヘッジ会計を適用しているため、記載の対象から除いておりま

す。 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 当社グループが行っているデリバティブ取引は全てヘッジ会計を適用しているため、記載の対象から除いておりま

す。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分は内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業区分の主な製品等 

 
小売事業 
（百万円） 

卸売事業 
（百万円）

不動産事
業 
（百万円）

その他の
事業 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 16,545 21,689 241 355 38,832 － 38,832 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － 61 413 474 (474) － 

計 16,545 21,689 302 769 39,307 (474) 38,832 

営業費用 17,708 21,430 194 629 39,963 325 40,288 

営業利益又は営業損失（△） △1,163 258 108 139 △656 (800) △1,456 

 
小売事業 
（百万円） 

卸売事業 
（百万円）

不動産事
業 
（百万円）

その他の
事業 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 16,085 21,026 249 361 37,723 － 37,723 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ 0 61 427 489 (489) － 

計 16,085 21,027 311 789 38,213 (489) 37,723 

営業費用 17,205 20,496 189 643 38,535 351 38,886 

営業利益又は営業損失（△） △1,120 530 121 145 △322 (840) △1,162 

 
小売事業 
（百万円） 

卸売事業 
（百万円）

不動産事
業 
（百万円）

その他の
事業 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 36,807 46,847 448 740 84,843 － 84,843 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － 122 826 949 (949) － 

計 36,807 46,847 571 1,567 85,792 (949) 84,843 

営業費用 37,526 45,264 388 1,296 84,476 571 85,047 

営業利益又は営業損失（△） △719 1,583 182 270 1,316 (1,520) △203 

小売事業 
ケーキ、ベーカリー、デザート、アイスクリーム等の洋菓子類の製造販売、喫
茶及び飲食店の経営 

卸売事業 チョコレート、キャンディ、焼菓子、飲料及び乳飲料等菓子食品類の製造販売 

不動産事業 不動産賃貸業、管理等 

その他の事業 ＤＮＡの解析及び試薬の販売、事務受託業務及びアウトソーシング受託 



３．前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度における営業費用のうち消去又は全社の項目

に含めた配賦不能営業費用の金額は800百万円、840百万円及び1,520百万円であり、その主なものは当社の

総務、管理、経理、人事部門及び基礎研究等に係る費用であります。 

４．会計方針の変更 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(ハ）③に記載のとおり、当中間連結会計期

間より「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しております。こ

の変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、「その他事業」の営業費用は４百万円増加し、営業利益

が同額減少しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成18年４月１

日 至平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため該当事項はありません。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成18年４月１

日 至平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純損失の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 131.32円 

１株当たり中間純損失 9.00円 

１株当たり純資産額 117.49円 

１株当たり中間純損失 8.71円 

１株当たり純資産額 129.84円 

１株当たり当期純損失 14.33円 

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益の金額については、潜

在株式が存在しないため記載して

おりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益の金額については、潜

在株式が存在しないため記載して

おりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の金額については、潜

在株式が存在しないため記載して

おりません。 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

１株当たり中間（当期）純損失金額    

中間（当期）純損失（百万円） 1,136 1,100 1,797 

普通株主に帰属しない金額（百万円）    

利益処分における役員賞与金 － － 13 

普通株式に係る中間（当期）純損失 

（百万円） 
1,136 1,100 1,810 

期中平均株式数（千株） 126,302 126,295 126,299 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

──────   平成18年12月11日開催の取締役会

において、提出会社、連結子会社株

式会社不二家フードサービス、ベー

シック・キャピタル・マネジメント

株式会社の３社間で株式会社不二家

フードサービスの会社分割に関する

基本的事項を定める覚書締結に関し

て決議を行いました。 

  

１．当該連結子会社の名称、住所、

代表者の氏名、資本金及び事業内容  

(1）名 称 株式会社不二家フード 

  サービス 

(2）住 所 東京都中央区銀座７丁 

  目２番１７号 

(3）代表者 代表取締役社長 

  藤井 隆三 

(4）資本金 480百万円 

(5）主な事業内容 レストラン事業 

  及び洋菓子販売事業  

２．当該分割により連結子会社から

事業を承継する会社の名称、住所、

代表者の氏名、資本金及び事業内容 

  現在最終合意に向けて、新会社の

商号、本店所在地、代表者等につい

て検討しております。 

３．当該分割の目的 

 このたび、当社グループは平成１

８年５月発表の経営２カ年計画の達

成に向け、外食事業の収益改善のた

めベーシック・キャピタル・マネジ

メント株式会社が投資助言するファ

ンド（以下、「ファンド」とい

う。）と共同で新会社を設立し、会

社分割により株式会社不二家フード

サービスの事業を承継することによ

り、財務状況の改善、出店戦略やメ

ニューマーチャンダイジング等の見

直し、外食事業に精通した経営陣の

招聘等も視野に入れた責任ある経営

体制の改革、社内意思決定の明確

化、迅速化等の方策を実施し、抜本

的な外食事業の改善に取り組んでま

いります。 

────── 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ４．当該分割に係る契約の内容 

(1）分割に係る契約の内容 

  新会社を平成１９年１月中旬に 

  設立し、平成１９年４月１日を 

  もって株式会社不二家フードサ 

  ービスの事業を当該新会社に承 

  継する。  

(2）分割の日程 

  覚書締結  平成18年12月11日 

  新会社設立 平成19年 1月中旬 

  （予定） 

  会社分割契約承認取締役会 

  平成19年 1月下旬（予定） 

  会社分割契約の締結  

  平成19年 1月下旬（予定） 

  会社分割契約承認株主総会 

  平成19年 2月上旬（予定） 

  会社分割の期日（効力発生日） 

  平成19年 4月1日（予定） 

  分割登記の期日 平成19年 4月 

  上旬（予定） 

(3）株式の割合 

  新会社の出資構成はファンド 

  ６４.６％、提出会社３５.４％ 

  であります。 

  

 なお、分割の詳細等を協議中のた

め、財務状態及び経営成績に対する

影響額を現時点で合理的に見積もる

ことはできません。従って、当該事

象による影響は当中間連結財務諸表

には反映させておりません。 

 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

現金及び預金  1,673   1,150   702   

受取手形 ※４ 73   95   85   

売掛金 ※４ 6,445   7,434   7,151   

たな卸資産  3,918   3,626   3,190   

繰延税金資産  2,258   1,656   985   

その他  1,208   2,240   1,461   

貸倒引当金  △278   △1,811   △1,233   

流動資産合計   15,299 32.6  14,392 31.7  12,344 27.7 

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産 
※ 
1・2          

建物  7,774   7,363   7,524   

機械及び装置  6,608   7,088   6,830   

土地  2,935   2,935   2,935   

その他  1,611   1,082   1,193   

計  18,930   18,470   18,484   

(2）無形固定資産  489   516   458   

(3）投資その他の資産           

投資有価証券 ※２ 7,755   7,740   8,369   

保証金及び敷金  2,801   2,630   2,747   

前払年金費用  －   859   1,247   

その他  2,119   1,391   1,540   

貸倒引当金  △458   △540   △663   

計  12,217   12,081   13,242   

固定資産合計   31,637 67.4  31,068 68.3  32,184 72.3 

資産合計   46,937 100.0  45,461 100.0  44,528 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

支払手形 ※４ 529   365   425   

買掛金  5,119   5,105   5,551   

短期借入金 ※２ 8,660   9,207   7,623   

１年内に償還予定
の社債 

※２ 338   680   764   

未払金  2,910   2,839   3,518   

未払法人税等  90   85   132   

賞与引当金  810   640   625   

その他  1,357   1,438   1,433   

流動負債合計   19,816 42.2  20,363 44.8  20,073 45.1 

Ⅱ 固定負債           

社債 ※２ 930   250   300   

長期借入金 ※２ 6,159   7,264   4,846   

繰延税金負債  700   692   873   

退職給付引当金  2,048   1,807   1,874   

役員退職慰労引当
金  154   141   154   

債務保証損失引当
金  －   100   70   

その他  833   804   801   

固定負債合計   10,825 23.1  11,060 24.3  8,919 20.0 

負債合計   30,641 65.3  31,424 69.1  28,993 65.1 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   6,317 13.4  － －  6,317 14.2 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  9,284   －   9,284   

資本剰余金合計   9,284 19.8  － －  9,284 20.8 

Ⅲ 利益剰余金           

１．中間（当期）未処
理損失  △602   －   1,830   

利益剰余金合計   △602 △1.3  － －  1,830 △4.1 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   1,303 2.8  － －  1,772 4.0 

Ⅴ 自己株式   △5 △0.0  － －  △7 △0.0 

資本合計   16,296 34.7  － －  15,535 34.9 

負債資本合計   46,937 100.0  － －  44,528 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本            

１．資本金    － －  6,317 13.9  － － 

２．資本剰余金            

(1) 資本準備金  －   7,453   －   

資本剰余金合計   － －  7,453 16.4  － － 

３．利益剰余金            

(1) その他利益剰余
金           

繰越利益剰余金  －   △1,035   －   

利益剰余金合計    － －  △1,035 △2.3  － － 

４．自己株式    － －  △7 △0.0  － － 

株主資本合計    － －  12,727 28.0  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等           

１．その他有価証券評
価差額金   － －  1,302 2.9  － － 

２．繰延ヘッジ損益   － －  7 0.0  － － 

評価・換算差額等合
計   － －  1,309 2.9  － － 

純資産合計   － －  14,036 30.9  － － 

負債純資産合計   － －  45,461 100.0  － － 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の要約損益計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   31,907 100.0  30,863 100.0  70,928 100.0 

Ⅱ 売上原価   17,874 56.0  17,721 57.4  39,346 55.5 

売上総利益   14,032 44.0  13,142 42.6  31,581 44.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   15,459 48.5  14,213 46.1  31,577 44.5 

営業利益または損
失（△）   △1,426 △4.5  △1,071 △3.5  4 0.0 

Ⅳ 営業外収益           

受取利息   17   24   39  

その他 ※１  250   281   507  

計   268 0.9  305 1.0  546 0.8 

Ⅴ 営業外費用           

支払利息   125   147   251  

その他 ※２  152   227   281  

計   278 0.9  375 1.2  533 0.8 

経常利益または損
失（△）   △1,436 △4.5  △1,141 △3.7  18 0.0 

Ⅵ 特別利益 ※３  314 1.0  105 0.3  382 0.5 

Ⅶ 特別損失 
※ 
4・6  924 2.9  626 2.0  2,356 3.3 

税引前中間（当
期）純損失   2,046 △6.4  1,662 △5.4  1,956 △2.8 

法人税、住民税及
び事業税  45   45   90   

法人税等調整額  △826 △781 △2.4 △671 △626 △2.0 446 536 0.7 

中間（当期）純損
失   1,264 △4.0  1,035 △3.4  2,493 △3.5 

前期繰越利益   662   －   662  

中間（当期）未処
理損失   602   －   1,830  

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注） 平成18年６月28日の定時株主総会における欠損てん補であります。 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 

その他有価
証券評価差
額金 

繰延ヘッジ
損益 

資本準備金 

その他利益
剰余金 

繰越利益剰
余金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

6,317 9,284 △1,830 △7 13,763 1,772 － 15,535 

中間会計期間中の変動額         

資本準備金の減少（注）   △1,830 1,830   －     － 

中間純損失     △1,035   △1,035     △1,035 

自己株式の取得       △0 △0     △0 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

          △469 7 △462 

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ △1,830 795 △0 △1,035 △469 7 △1,498 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

6,317 7,453 △1,035 △7 12,727 1,302 7 14,036 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 その他有価証券 

 時価のあるもの 

  中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

  中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 時価のないもの 

同左 

 時価のないもの 

同左 

 (2）たな卸資産 

製品・仕掛品・貯蔵品は総平

均法による原価法 

原材料は最終仕入原価法によ

る原価法 

(2）たな卸資産 

同左 

(2）たな卸資産 

同左 

 (3）デリバティブ 

時価法 

(3）デリバティブ 

同左 

(3）デリバティブ 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法を採用しております。 

なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定

する方法と同一の基準によっ

ております。 

ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備

を除く）については、定額法

を採用しております。 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

定額法を採用しております。

なお、耐用年数については、

法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。 

また、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づ

く定額法を採用しておりま

す。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

将来の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は、個別に回収可能性を検討

し回収不能見込額を計上して

おります。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (2）賞与引当金 

従業員に支給する賞与に充て

るため、当社賞与支給規程に

従い、将来の支給見込額のう

ち当中間会計期間の負担額を

計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

従業員に支給する賞与に充て

るため、当社賞与支給規程に

従い、将来の支給見込額のう

ち、当期の負担額を計上して

おります。 

 (3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。 

なお、会計基準変更時差異

（9,564百万円）の一部につ

いて、当社保有株式による退

職給付信託を設定し、残額

（7,668百万円）については

15年による按分額を費用処理

しております。 

過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により、発生年度

から費用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（９年）による定額

法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用

処理しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。なお、会計基準変更時差

異（9,564百万円）の一部につ

いて、当社保有株式による退

職給付信託を設定し、残額

（7,668百万円）については15

年による按分額を費用処理し

ております。 

過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により、発生年度

から費用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（９年）による定額

法により、それぞれ発生の翌

事業年度から費用処理してお

ります。 

 (4）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備

えて、内規に基づく中間期末

要支給額を計上しておりま

す。 

ただし、平成16年11月以降役

員退職慰労引当金の繰入を停

止しております。今後発生す

る役員退職慰労金支給額は、

それぞれの役員への就任時か

ら平成16年10月までの在任期

間のみを対象としたものであ

ります。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

  

  

  

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備

えて、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。 

  

同左 

 (5）   ───── (5）債務保証損失引当金 

子会社等への債務保証等に係

る損失に備えるため、被保証

先の財務状況を勘案し、個別

に必要と認められる額を計上

しております。 

(5）債務保証損失引当金 

同左 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

５．ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっており

ます。 

 なお、金利スワップ取引につ

いては、すべて金利スワップの

特例処理の要件を満たしている

ため、当該特例処理を適用して

おります。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

 為替予約取引等 

 金利スワップ取引 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 ヘッジ対象 

   原材料輸入に係る外貨建

予定取引 

借入金の変動金利 

  

 ③ ヘッジ方針 

 原材料輸入に係る為替変動リ

スク及び将来の支払利息に係る

金利変動リスクをヘッジしてお

ります。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象及びヘッジ手段の

相場変動又はキャッシュフロー

変動の累計を比較し、その変動

額の比率によって有効性を評価

しています。ただし、特例処理

によっている金利スワップにつ

いては、有効性の評価を省略し

ております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。 

なお、仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺し、その差額69百

万円は、流動負債の「その他」

に含めて表示しております。 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。 

なお、仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺し、その差額77百

万円は、流動負債の「その他」

に含めて表示しております。 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会平成14年

８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用しております。こ

れにより、営業損失及び経常損失が

22百万円減少し、税引前中間純損失

は259百万円増加しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除し

ております。 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第６号 平成15年10月

31日）を適用しております。これに

より、営業利益及び経常利益が43百

万円増加し、税引前当期純利益は223

百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づ

き各資産の金額から直接控除してお

ります。 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は14,029百万円でありま

す。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

────── 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

──────  （中間貸借対照表） 

 「前払年金費用」は、前中間期まで、投資その他の資

産の「その他」に含めて表示していましたが、当中間期

末において重要性が増したため区分掲記しました。 

 なお、前中間期末の「前払年金費用」の金額は516百

万円であります。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の

減価償却累計額 
49,699百万円

※１ 有形固定資産の

減価償却累計額
50,481百万円

※１ 有形固定資産の

減価償却累計額 
50,380百万円

※２ 担保資産 

(1）担保に供している資産 

※２ 担保資産 

(1）担保に供している資産 

※２ 担保資産 

(1）担保に供している資産 

建物 4,559百万円

土地 2,228 

投資有価証券 5,722 

合計 12,510 

建物 4,362百万円

土地 2,228 

投資有価証券 4,910 

合計 11,501 

建物 4,455百万円

土地 2,228 

投資有価証券 5,236 

合計 11,919 

(2）担保資産に対応する債務 (2）担保資産に対応する債務 (2）担保資産に対応する債務 

短期借入金 8,360百万円

１年内に償還

予定の社債 
168 

社債 80 

長期借入金 6,159 

合計 14,768 

短期借入金 9,107百万円

１年内に償還

予定の社債 
80 

長期借入金 7,264 

合計 16,451 

短期借入金 7,623百万円

１年内に償還

予定の社債 
164 

長期借入金 4,846 

合計 12,633 

 ３ 偶発債務 

関係会社の金融機関からの借

入金に対する保証 

 ３ 偶発債務 

関係会社の金融機関からの借

入金に対する保証 

 ３ 偶発債務 

関係会社の金融機関からの借

入金に対する保証 

㈱不二家フー

ドサービス 
1,688百万円

不二家サンヨ

ー㈱ 
325 

㈱ダロワイヨ

ジャポン 
320 

不二家（杭

州）食品有限

公司 

33 

㈱ユトリア不

二家 
20 

計 2,387 

㈱不二家フー

ドサービス 
1,503百万円

不二家サンヨ

ー㈱ 
518 

㈱ダロワイヨ

ジャポン 
283 

不二家（杭

州）食品有限

公司 

44 

㈱ユトリア不

二家 
18 

計 2,369 

㈱不二家フー

ドサービス 
1,600百万円

㈱ダロワイヨ

ジャポン 
294 

不二家サンヨ

ー㈱ 
280 

不二家（杭

州）食品有限

公司 

51 

㈱ユトリア不

二家 
20 

計 2,247 

関係会社他の営業債務に対す

る保証 

関係会社他の営業債務に対す

る保証 

関係会社他の営業債務に対す

る保証 

不二家乳業㈱ 70百万円

㈱ジェフグルメ

カード 
30 

計 100 

不二家乳業㈱ 72百万円

㈱ジェフグルメ

カード 
30 

計 102 

不二家乳業㈱ 69百万円

㈱ジェフグルメ

カード 
30 

計 99 

 



前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※４    ────── ※４ 中間期末日満期手形等の処理 

中間期末日満期手形の会計処

理については、手形交換日を

もって決済処理しておりま

す。 

また、債権の一部について

は、手形と同様の期日条件で

現金決済する方式を用いてお

ります。 

当中間会計期間は当中間会計

期間末日が金融機関休業日の

ため、中間会計期間末日満期

手形及び中間会計期間末日期

日債権の一部が当中間会計期

間末残高に含まれておりま

す。 

その主なものは次のとおりで

あります。 

※４    ────── 

 受取手形 11百万円

売掛金 697百万円

支払手形 17百万円

 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．営業外収益その他の主要項目 ※１．営業外収益その他の主要項目 ※１．営業外収益その他の主要項目 

受取配当金 192百万円 受取配当金 228百万円 受取配当金 328百万円

※２．営業外費用その他の主要項目 ※２．営業外費用その他の主要項目 ※２．営業外費用その他の主要項目 

たな卸資産廃棄損 108百万円 たな卸資産廃棄損 178百万円 たな卸資産廃棄損 222百万円

※３．特別利益の主要項目 ※３．特別利益の主要項目 ※３．特別利益の主要項目 

投資有価証券売却

益 
312百万円

投資有価証券売却

益 
105百万円

投資有価証券売

却益 
375百万円

※４．特別損失の主要項目 

固定資産廃棄損 

※４．特別損失の主要項目 

固定資産廃棄損 

※４．特別損失の主要項目 

固定資産廃棄損 

建物 26百万円

機械及び装置 52 

その他 21 

合計 99 

減損損失 345 

関係会社株式評

価損 
479 

建物 8百万円

機械及び装置 54 

その他 24 

合計 87 

貸倒引当金繰入

額 
490 

債務保証損失引

当金繰入額 
30 

建物 76百万円

機械及び装置 80 

その他 62 

合計 218 

減損損失 345 

関係会社株式評

価損 
496 

貸倒引当金繰入

額 
1,190 

債務保証損失引

当金繰入額 
70 

 ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額 

有形固定資産 1,168百万円

無形固定資産 42 

長期前払費用 81 

合計 1,292 

有形固定資産 1,168百万円

無形固定資産 47 

長期前払費用 76 

合計   1,292 

有形固定資産 2,463百万円

無形固定資産 83 

長期前払費用 161 

合計 2,708 

※６．減損損失           

当中間会計期間において、当

社は以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上しまし

た。 

※６．減損損失  ※６．減損損失 

当社は、当事業年度において

以下の資産グループについて

減損損失を計上しました。 

用途 種類 場所 
金額 

（百万円） 

遊休資産 

建物附属設
備、機械及び
装置、その他 

埼玉工場（埼玉
県）・平塚工場
（神奈川県）他
全９工場 

315 

無形固定資産 
（電話加入
権） 

当社全国各事業
所 

30 

 
用途 種類 場所 

金額 
（百万円）

遊休資産 

建物、機械及
び装置、その
他 

埼玉工場（埼玉
県）・平塚工場
（神奈川県）他
全９工場 

315 

無形固定資産 
（電話加入
権） 

当社全国各事業
所 

30 

 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

自己株式に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当社は、事業の種類別セグメ

ントを基礎として資産のグル

ーピングを行ない、賃貸用資

産及び遊休資産等につきまし

ては個々の資産ごとにグルー

ピングを行なっております。 

このうち、小売グループにつ

きましては、減損損失の兆候

がありましたが、割引前将来

キャッシュフローの総額が帳

簿価額を上回ったため、減損

損失の認識はないとの判定に

至っております。 

その他のグループにつきまし

ては、減損損失の兆候はあり

ません。 

また、遊休資産等について

は、今後の使用の見込みがな

く、収益性の見込みもないこ

とから、備忘価額まで減額

し、当該減少額を減損損失額

として計上しております。  

  

当社は、事業の種類別セグメ

ントを基礎として資産のグル

ーピングを行ない、賃貸用資

産及び遊休資産等につきまし

ては個々の資産ごとにグルー

ピングを行なっております。 

このうち、小売グループにつ

きましては、減損損失の兆候

がありましたが、割引前将来

キャッシュフローの総額が帳

簿価額を上回ったため、減損

損失の認識はないとの判定に

至っております。 

その他のグループにつきまし

ては、減損損失の兆候はあり

ません。 

当社は、事業の種類別セグメ

ントを基礎としてグルーピン

グを行ない、賃貸用資産及び

遊休資産については個々の資

産ごとにグルーピングをして

おります。 

このうち、小売グループにつ

きましては、減損の兆候があ

りましたが、割引前将来キャ

ッシュフローの総額が帳簿価

額を上回ったため、減損損失

の認識はないとの判定に至っ

ております。その他のグルー

プにつきましては、減損の兆

候はありません。 

また、遊休資産等について

は、今後の使用の見込みがな

く、収益性の見込みもないこ

とから、備忘価額まで減額

し、当該減少額を減損損失と

して計上しております。 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（千株）（注） 36 0 － 36 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期

末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械及び装
置 

20 9 10 

その他 1,244 603 641 

合計 1,264 612 651 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械及び装
置 

20 13 6 

その他 1,178 580 597 

合計 1,198 593 604 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械及び装
置 

20 11 8 

その他 1,218 564 654 

合計 1,238 576 662 

（注） 取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定してお

ります。 

同左 （注） 取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額等 

未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 230百万円

１年超 420 

合計 651 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額等 

未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 217百万円

１年超 387 

合計 604 

(2）未経過リース料期末残高相当

額等 

未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 229百万円

１年超 432 

合計 662 

（注） 未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

同左 （注） 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算

定しております。 

(3）支払リース料及び減価償却費

相当額 

(3）支払リース料及び減価償却費

相当額 

(3）支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 131百万円

減価償却費相当額 131 

支払リース料 126百万円

減価償却費相当額 126 

支払リース料 273百万円

減価償却費相当額 273 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損

失はありません。 

（減損損失について） 

同左 

（減損損失について） 

同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年９月30日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

当中間会計期間末（平成18年９月30日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

前事業年度（平成18年３月31日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純損失の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

関連会社株式 2,678 9,142 6,464 

 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

関連会社株式 2,678 11,021 8,342 

 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

関連会社株式 2,678 10,979 8,301 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 129.01円

１株当たり中間純損失 10.01円

１株当たり純資産額 111.13円

１株当たり中間純損失 8.20円

１株当たり純資産額 123.00円

１株当たり当期純損失 19.74円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益の金額については、潜在

株式が存在しないため記載しており

ません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益の金額については、潜在

株式が存在しないため記載しており

ません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の金額については、潜在

株式が存在しないため記載しており

ません。 

 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

１株当たり中間（当期）純損失金額    

中間（当期）純損失（百万円） 1,264 1,035 2,493 

普通株式に係る中間（当期）純損失 

（百万円） 
1,264 1,035 2,493 

期中平均株式数（千株） 126,314 126,307 126,312 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

──────   平成18年12月11日開催の取締役会

において、提出会社、連結子会社株

式会社不二家フードサービス、ベー

シック・キャピタル・マネジメント

株式会社の３社間で株式会社不二家

フードサービスの会社分割に関する

基本的事項を定める覚書締結に関し

て決議を行いました。 

 なお、詳細については、「第５ 経

理の状況 １．中間連結財務諸表

等 （１）中間連結財務諸表 注記事

項（重要な後発事象）」に記載のと

おりであります。 

────── 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

１ 有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度(第111期)（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月28日関東財務局長に提出。 

２ 臨時報告書 

   平成18年12月12日関東財務局長に提出。 

   「証券取引法第24条の５の第４項」及び「企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第15号(連結子会社 

   の分割に係る契約の締結)」の規定に基づく臨時報告書であります。 

３ 有価証券報告書の訂正報告書 

   平成18年12月20日関東財務局長に提出。 

    事業年度（第111期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書で 

  あります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２２日

株 式 会 社 不 二 家 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社不二家の平

成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０

日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャ

ッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社不二家及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１

７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

  

追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間より固定資産の

減損に係る会計基準を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 大田原 吉 隆 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 藥 袋 政 彦 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月２２日

株 式 会 社 不 二 家 

取 締 役 会  御 中 

  

  

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社不二家の平成１

８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結

キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立

場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間連結財務諸表には全体

として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

私どもは、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して、株

式会社不二家及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１８年４

月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 
  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成１８年１２月１１日開催の取締役会において、株式会社不二家フードサー

ビス、ベーシック・キャピタル・マネジメント株式会社の３社間で連結子会社である株式会社不二家フードサービスの会社分割に関

する基本的事項を定める覚書締結に関して決議した。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員、公認会計士松本善一及び公認会計士五島伸との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。 
  

以  上 
  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

公認会計士松本善一事務所 
  公認会計士 松 本 善 一 

      

五島公認会計士事務所 
  公認会計士 五 島   伸 

      

み す ず 監 査 法 人 

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 佐 藤 元 宏 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 藥 袋 政 彦 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２２日

株 式 会 社 不 二 家 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社不二家の平

成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第１１１期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３

０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社不二家の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月

３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より固定資産の減損に係

る会計基準を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 大田原 吉 隆 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 藥 袋 政 彦 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月２２日

株 式 会 社 不 二 家 

取 締 役 会  御 中 

  

  

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社不二家の平成１

８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第１１２期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日

まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間財務諸表には全体とし

て中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ

とを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私ども

は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社不

二家の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０

日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成１８年１２月１１日開催の取締役会において、株式会社不二家フードサー

ビス、ベーシック・キャピタル・マネジメント株式会社の３社間で連結子会社である株式会社不二家フードサービスの会社分割に関

する基本的事項を定める覚書締結に関して決議した。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員、公認会計士松本善一及び公認会計士五島伸との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。 
  

以  上 
  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

公認会計士松本善一事務所 
  公認会計士 松 本 善 一 

      

五島公認会計士事務所 
  公認会計士 五 島   伸 

      

み す ず 監 査 法 人 

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 佐 藤 元 宏 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 藥 袋 政 彦 
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